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有価証券上場規程施行規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（年間上場料） （年間上場料） 

第７０９条 （略） 第７０９条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 上場会社が支払う年間上場料は、次の表によ

り上場株券等の銘柄ごとに算出される金額の合

計額にＴＤｎｅｔ利用料として１５万円を加算

した金額とする。 

３ 上場会社が支払う年間上場料は、次の表によ

り上場株券等の銘柄ごとに算出される金額の合

計額にＴＤｎｅｔ利用料として１２万円を加算

した金額とする。 

（略） （略） 

注１．（略） 注１．（略） 

注２．グロース市場の上場会社（テクニカル上

場規定の適用を受けてグロース市場の上場会

社となったものを除く。）に係る上場後３年

を経過する日の属する年の末日以前に到来す

る支払期日に係る年間上場料については、表

に定める額の半額にＴＤｎｅｔ利用料１５万

円を加算した金額とする。 

注２．グロース市場の上場会社（テクニカル上

場規定の適用を受けてグロース市場の上場会

社となったものを除く。）に係る上場後３年

を経過する日の属する年の末日以前に到来す

る支払期日に係る年間上場料については、表

に定める額の半額にＴＤｎｅｔ利用料１２万

円を加算した金額とする。 

４～１０ （略） ４～１０ （略） 

  

（上場に関する料金の取扱い） （上場に関する料金の取扱い） 

第８３２条の２ 規程第８４０条の規定に基づく

上場審査料、新規上場料、年間上場料その他の

上場に関する料金については、次の各号に掲げ

る料金の区分に従い、当該各号に定めるとおり

とする。ただし、規程第８２７条の規定に基づ

き予備申請を行った優先出資証券について、予

備申請日から起算して１年以内に新規上場申請

を行う場合には、上場審査料を支払うことを要

しない。 

第８３２条の２ 規程第８４０条の規定に基づく

上場審査料、新規上場料、年間上場料その他の

上場に関する料金については、次の各号に掲げ

る料金の区分に従い、当該各号に定めるとおり

とする。ただし、規程第８２７条の規定に基づ

き予備申請を行った優先出資証券について、予

備申請日から起算して１年以内に新規上場申請

を行う場合には、上場審査料を支払うことを要

しない。 

（１）～（５） （略） （１）～（５） （略） 

（６） 年間上場料 

ａ 上場優先出資証券の発行者は、次の

（ａ）から（ｆ）までに掲げる場合の区分

に従い、当該（ａ）から（ｆ）までに定め

（６） 年間上場料 

ａ 上場優先出資証券の発行者は、次の

（ａ）から（ｆ）までに掲げる場合の区分

に従い、当該（ａ）から（ｆ）までに定め
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る金額にＴＤｎｅｔ利用料として１５万円

を加算した金額を年間上場料とし、当該年

間上場料の半額を、４月から９月までの期

間に対応する年間上場料として９月末日ま

でに、１０月から翌年３月までの期間に対

応する年間上場料として同年３月末日まで

に、それぞれ支払うものとする。 

る金額にＴＤｎｅｔ利用料として１２万円

を加算した金額を年間上場料とし、当該年

間上場料の半額を、４月から９月までの期

間に対応する年間上場料として９月末日ま

でに、１０月から翌年３月までの期間に対

応する年間上場料として同年３月末日まで

に、それぞれ支払うものとする。 

（ａ）～（ｆ） （略） （ａ）～（ｆ） （略） 

ｂ （略） ｂ （略） 

（７）・（８） （略） （７）・（８） （略） 

２ （略） ２ （略） 

  

（上場に関する料金の取扱い） （上場に関する料金の取扱い） 

第９４８条 規程第９５６条に規定する上場審査

料、新規上場料、追加発行時の追加上場料及び

年間上場料その他の上場に関する料金は、次の

各号に掲げる料金の区分に従い、当該各号に定

めるところによるものとする。 

第９４８条 規程第９５６条に規定する上場審査

料、新規上場料、追加発行時の追加上場料及び

年間上場料その他の上場に関する料金は、次の

各号に掲げる料金の区分に従い、当該各号に定

めるところによるものとする。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

（４） 年間上場料 

次のａからｃまでに掲げるところによる。 

（４） 年間上場料 

次のａからｃまでに掲げるところによる。 

ａ 年間上場料は、次の（ａ）及び（ｂ）に

定める額を合計した額とする。 

ａ 年間上場料は、次の（ａ）及び（ｂ）に

定める額を合計した額とする。 

（ａ） （略） （ａ） （略） 

（ｂ） ＴＤｎｅｔ利用料として１５万円 （ｂ） ＴＤｎｅｔ利用料として１２万円 

ｂ・ｃ （略） ｂ・ｃ （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

（上場に関する料金の取扱い） （上場に関する料金の取扱い） 

第１１１７条 規程第１１１７条に規定する上場

審査料、新規上場料、追加信託時又は追加発行

時の追加上場料及び年間上場料その他の上場に

関する料金は、次の各号に掲げる料金の区分に

従い、当該各号に定めるところによるものとす

る。 

第１１１７条 規程第１１１７条に規定する上場

審査料、新規上場料、追加信託時又は追加発行

時の追加上場料及び年間上場料その他の上場に

関する料金は、次の各号に掲げる料金の区分に

従い、当該各号に定めるところによるものとす

る。 
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（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

（４） 年間上場料 

次のａからｃまでに掲げるところによる。 

（４） 年間上場料 

次のａからｃまでに掲げるところによる。 

ａ 年間上場料は、次の（ａ）から（ｃ）ま

でに掲げる金額にＴＤｎｅｔ利用料として

１５万円を加算した金額とする。 

ａ 年間上場料は、次の（ａ）から（ｃ）ま

でに掲げる金額にＴＤｎｅｔ利用料として

１２万円を加算した金額とする。 

（ａ）～（ｃ） （略） （ａ）～（ｃ） （略） 

ｂ・ｃ （略） ｂ・ｃ （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

（上場等に関する料金の取扱い） （上場等に関する料金の取扱い） 

第１２３７条 規程第１２２３条の規定に基づく

新規上場申請に係る不動産投資信託証券の発行

者及び上場不動産投資信託証券の発行者の上場

審査料、予備審査料、上場廃止に係る審査料、

新規上場料、追加発行時又は追加信託時の追加

上場料及び年間上場料その他の上場等に関する

料金は、次の各号に掲げる料金の区分に従い、

当該各号に定めるところによるものとする。こ

の場合において、第１２０６条第１項本文の規

定は、この条に規定する純資産総額の算定にお

いて使用する各資産の額について、第１２０６

条第４項の規定は、この条に規定する純資産総

額について、それぞれ準用する。 

第１２３７条 規程第１２２３条の規定に基づく

新規上場申請に係る不動産投資信託証券の発行

者及び上場不動産投資信託証券の発行者の上場

審査料、予備審査料、上場廃止に係る審査料、

新規上場料、追加発行時又は追加信託時の追加

上場料及び年間上場料その他の上場等に関する

料金は、次の各号に掲げる料金の区分に従い、

当該各号に定めるところによるものとする。こ

の場合において、第１２０６条第１項本文の規

定は、この条に規定する純資産総額の算定にお

いて使用する各資産の額について、第１２０６

条第４項の規定は、この条に規定する純資産総

額について、それぞれ準用する。 

（１）～（４）の２ （略） （１）～（４）の２ （略） 

（５） 年間上場料 （５） 年間上場料 

ａ 次の（ａ）から（ｄ）までに掲げる純資

産総額の区分に応じ算出される金額の合計

額にＴＤｎｅｔ利用料として１５万円を加

算した金額とする。 

ａ 純資産総額のうち 

（ａ）～（ｄ） （略） （ａ）～（ｄ） （略） 

ｂ・ｃ （略） ｂ・ｃ （略） 

２ （略） ２ （略） 

  

（上場等に関する料金の取扱い） （上場等に関する料金の取扱い） 
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第１３３３条 規程第１３２３条の規定に基づく

新規上場申請に係るベンチャーファンド発行投

資法人及び上場ベンチャーファンドに係るベン

チャーファンド発行投資法人の上場審査料、予

備審査料、上場廃止に係る審査料、新規上場

料、追加発行時の追加上場料及び年間上場料そ

の他の上場に関する料金は、次の各号に定める

ところによるものとする。この場合において、

第１３０５条第１項の規定は、この条に規定す

る純資産総額の算定において使用する各資産の

額について、第１３０５条第５項の規定は、こ

の条に規定する純資産総額について、それぞれ

準用する。 

第１３３３条 規程第１３２３条の規定に基づく

新規上場申請に係るベンチャーファンド発行投

資法人及び上場ベンチャーファンドに係るベン

チャーファンド発行投資法人の上場審査料、予

備審査料、上場廃止に係る審査料、新規上場

料、追加発行時の追加上場料及び年間上場料そ

の他の上場に関する料金は、次の各号に定める

ところによるものとする。この場合において、

第１３０５条第１項の規定は、この条に規定す

る純資産総額の算定において使用する各資産の

額について、第１３０５条第５項の規定は、こ

の条に規定する純資産総額について、それぞれ

準用する。 

（１）～（６） （略） （１）～（６） （略） 

（７） 年間上場料 （７） 年間上場料 

ａ 次の（ａ）から（ｄ）までに掲げる純資

産総額の区分に応じ算出される金額の合計

額にＴＤｎｅｔ利用料として１５万円を加

算した金額とする。 

ａ 純資産総額のうち 

（ａ）～（ｄ） （略） （ａ）～（ｄ） （略） 

ｂ・ｃ （略） ｂ・ｃ （略） 

２ （略） ２ （略） 

  

（上場に関する料金の取扱い） （上場に関する料金の取扱い） 

第１４１３条 規程第１４２０条の規定に基づく

新規上場申請に係るカントリーファンド発行投

資法人及び上場カントリーファンドに係るカン

トリーファンド発行投資法人の上場審査料、予

備審査料、新規上場料、追加発行時の追加上場

料及び年間上場料その他の上場に関する料金

は、次の各号に掲げる料金の区分に従い、当該

各号に定めるところによるものとする。 

第１４１３条 規程第１４２０条の規定に基づく

新規上場申請に係るカントリーファンド発行投

資法人及び上場カントリーファンドに係るカン

トリーファンド発行投資法人の上場審査料、予

備審査料、新規上場料、追加発行時の追加上場

料及び年間上場料その他の上場に関する料金

は、次の各号に掲げる料金の区分に従い、当該

各号に定めるところによるものとする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

（５） 年間上場料 （５） 年間上場料 

ａ 次の（ａ）から（ｇ）までに掲げる上場

投資口口数の区分に応じ算出される金額の

ａ 上場投資口口数のうち 
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合計額にＴＤｎｅｔ利用料として１５万円

を加算した金額とする。 

（ａ）～（ｇ） （略） （ａ）～（ｇ） （略） 

ｂ・ｃ （略） ｂ・ｃ （略） 

２ （略） ２ （略） 

  

（上場等に関する料金の取扱い） （上場等に関する料金の取扱い） 

第１５４１条 規程第１５２６条の規定に基づく

新規上場申請に係る内国インフラファンドの発

行者及び上場内国インフラファンドの発行者の

上場審査料、予備審査料、上場廃止に係る審査

料、新規上場料、追加発行時又は追加信託時の

追加上場料及び年間上場料その他の上場に関す

る料金は、次の各号に掲げる料金の区分に従

い、当該各号に定めるところによるものとす

る。この場合において、第１５０５条第１項の

規定は、この項に定める純資産総額の算定にお

いて使用する各資産の額について、同条第４項

の規定は、この項に規定する純資産総額につい

て、それぞれ準用する。 

第１５４１条 規程第１５２６条の規定に基づく

新規上場申請に係る内国インフラファンドの発

行者及び上場内国インフラファンドの発行者の

上場審査料、予備審査料、上場廃止に係る審査

料、新規上場料、追加発行時又は追加信託時の

追加上場料及び年間上場料その他の上場に関す

る料金は、次の各号に掲げる料金の区分に従

い、当該各号に定めるところによるものとす

る。この場合において、第１５０５条第１項の

規定は、この項に定める純資産総額の算定にお

いて使用する各資産の額について、同条第４項

の規定は、この項に規定する純資産総額につい

て、それぞれ準用する。 

（１）～（６） （略） （１）～（６） （略） 

（７） 年間上場料 （７） 年間上場料 

ａ 次の（ａ）から（ｄ）までに掲げる純資

産総額の区分に応じ算出される金額の合計

額にＴＤｎｅｔ利用料として１５万円を加

算した金額とする。 

ａ 次の（ａ）から（ｄ）までに掲げる純資

産総額の区分に応じ算出される金額の合計

額にＴＤｎｅｔ利用料として１２万円を加

算した金額とする。 

（ａ）～（ｄ） （略） （ａ）～（ｄ） （略） 

ｂ・ｃ （略） ｂ・ｃ （略） 

２ 規程第１５２６条の規定に基づく新規上場申

請に係る外国インフラファンドの発行者及び上

場外国インフラファンドの発行者並びに新規上

場申請に係る外国インフラファンド信託受益証

券の発行者及び上場外国インフラファンド信託

受益証券の発行者の上場審査料、予備審査料、

新規上場料、追加発行時又は追加信託時の追加

上場料及び年間上場料その他の上場に関する料

２ 規程第１５２６条の規定に基づく新規上場申

請に係る外国インフラファンドの発行者及び上

場外国インフラファンドの発行者並びに新規上

場申請に係る外国インフラファンド信託受益証

券の発行者及び上場外国インフラファンド信託

受益証券の発行者の上場審査料、予備審査料、

新規上場料、追加発行時又は追加信託時の追加

上場料及び年間上場料その他の上場に関する料
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金は、次の各号に掲げる料金の区分に従い、当

該各号に定めるところによるものとする。この

場合において、第１５０５条第１項の規定は、

この項に定める純資産総額の算定において使用

する各資産の額について、第１５０５条第４項

の規定は、この項に規定する純資産総額につい

て、それぞれ準用する。 

金は、次の各号に掲げる料金の区分に従い、当

該各号に定めるところによるものとする。この

場合において、第１５０５条第１項の規定は、

この項に定める純資産総額の算定において使用

する各資産の額について、第１５０５条第４項

の規定は、この項に規定する純資産総額につい

て、それぞれ準用する。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

（５） 年間上場料 （５） 年間上場料 

ａ 次の（ａ）から（ｃ）までに掲げる純資

産総額の区分に応じ算出される金額の合計

額にＴＤｎｅｔ利用料として１５万円を加

算した金額とする。ただし、当該計算によ

り算出された金額が３００万円を超える場

合には３００万円とする。 

ａ 次の（ａ）から（ｃ）までに掲げる純資

産総額の区分に応じ算出される金額の合計

額にＴＤｎｅｔ利用料として１２万円を加

算した金額とする。ただし、当該計算によ

り算出された金額が３００万円を超える場

合には３００万円とする。 

（ａ）～（ｃ） （略） （ａ）～（ｃ） （略） 

ｂ・ｃ （略） ｂ・ｃ （略） 

３ （略） ３ （略） 

  

平成２１年５月１１日改正付則 平成２１年５月１１日改正付則 

１・２ （略） １・２ （略） 

（削る） ３ 上場外国ＥＴＦ、上場外国商品現物型ＥＴＦ、

上場外国ＥＴＦ信託受益証券及び上場外国商品

現物型ＥＴＦ信託受益証券の年間上場料は、当

分の間、ＴＤｎｅｔ利用料を加算しないものと

する。 

  

平成２３年４月１日改正付則 平成２３年４月１日改正付則 

１・２ （略） １・２ （略） 

（削る） ３ 上場外国指標連動証券信託受益証券に係る年

間上場料は、当分の間、ＴＤｎｅｔ利用料を加

算しないものとする（上場外国指標連動証券信

託受益証券に係る受託有価証券である外国指標

連動証券が外国金融商品取引所等において上場

又は継続的に取引されている場合に限る。）。 
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令和４年４月４日改正付則 令和４年４月４日改正付則 

１～４ （略） １～４ （略） 

５ 施行日の前日におけるＪＡＳＤＡＱの上場会

社についての改正後の第７０９条の規定の適用

については、当分の間、同条第３項を次のとお

りとする。 

５ 施行日の前日におけるＪＡＳＤＡＱの上場会

社についての改正後の第７０９条の規定の適用

については、当分の間、同条第３項を次のとお

りとする。 

３ 上場会社が支払う年間上場料は、次の表に

より上場株券等の銘柄ごとに算出される金額

の合計額にＴＤｎｅｔ利用料として１５万円

を加算した金額とする。 

３ 上場会社が支払う年間上場料は、次の表に

より上場株券等の銘柄ごとに算出される金額

の合計額にＴＤｎｅｔ利用料として１２万円

を加算した金額とする。 

（略） （略） 

注．（略） 注．（略） 

６～１２ （略） ６～１２ （略） 

  

  

付  則  

１ この改正規定は、令和９年１０月１日か

ら施行する。  

 

２ 前項の規定にかかわらず、この改正規定

は、ＴＤｎｅｔの稼働に支障が生じた場合そ

の他やむを得ない事由により、令和９年１

０月１日から施行することが適当でないと

当取引所が認める場合には、同日以後の当

取引所が定める日から施行する。  
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特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例の施行規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

別表１ 別表１ 

上場に関する料金 上場に関する料金 

 （略）  （略） 

（注１）～（注３） （略） （注１）～（注３） （略） 

（注４） 上場会社は、該当金額にＴＤｎ

ｅｔ利用料１５万円を加算した金額を年

間上場料として支払う。 

（注４） 上場会社は、該当金額にＴＤｎ

ｅｔ利用料１２万円を加算した金額を年

間上場料として支払う。 

（注５）～（注９） （略） （注５）～（注９） （略） 

  

  

付  則  

１ この改正規定は、令和９年１０月１日か

ら施行する。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、この改正規定

は、ＴＤｎｅｔの稼働に支障が生じた場合そ

の他やむを得ない事由により、令和９年１

０月１日から施行することが適当でないと

当取引所が認める場合には、同日以後の当

取引所が定める日から施行する。 

 

 

 


